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図 4.6 耐震化の現状  
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【水再生センター・ポンプ場】  

・川田水再生センターにおいては、一部の施設について耐震診断を実施してきた。 

以下に、川田水再生センターの配置図耐震診断の現況を示す。  
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「下河原・川田水再生センター再構築基本方針」において、川田水再生センターの強

靭化を図るために新たな用地を確保し、人命機能、揚水機能、簡易処理機能を耐震化す

る重要機能として位置付けた。  

また下河原水再生センターは、汚水処理機能を川田水再生センターへ統合し、中継ポ

ンプ場とすることを決定した。  

処理場およびポンプ場の耐震対策に当たっては、想定される被害の程度及び影響度、

緊急度や効率性から施設ごとに優先順位を定め実施する。  

施設ごとの耐震対策の優先順位は以下の事項を考慮し、緊急の対策等に反映させ、効

率的かつ効果的に実施する必要がある。  

 

①  人命の確保  

②  機能確保  

③  残存年数  

④  耐震性能の高さ (レベル１、レベル２地震動への対応 ) 

⑤  ほかの対策(システム的対応 )との比較  

⑥  系列別耐震性能を考慮した耐震化  

⑦  増改築計画との整合  

⑧  設備(機能)の重要度  

⑨  過去の被害事例  

 

被害の特徴としては、地盤の液状化による構造物への影響、停電による機能停止配管

類接続部の被害による機能の停止、また、構造物のエキスパンションジョイント (Exp.J)

部の破断による汚水等の流出や地下水の浸入等がある。  

したがって、過去の被害事例等を勘案の上、被害の程度及び影響度を防災目標に対す

る緊急度や効率性等から施設ごとに優先順位を定め実施することになる。  
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2）減災対策  

 

減災対策は、緊急目標が達成できない場合の補完機能の確保および被害を受けた

施設の影響を最小限にするための対策と位置付ける。  

現在本市では、赤ルートの耐震診断結果や青、黒ルート整備年度等から想定され

る被害を設定し、暫定的な流下機能が確保できるよう防災訓練の実施や資機材の調

達方法の確保などを整理して下水道 BCP へ位置付けている。  

 

減災対策は、以下に挙げる通りとする。  

 

①  下水道台帳のバックアップ機能を確保  

②  仮設排水ポンプ等、被災時における資機材の調達方法を確保  

③  実地訓練や情報伝達訓練などの防災訓練の実施  

 

 減災対策は多岐にわたることから、施設により適用できる対策が異なるため、今

後も各施設に応じて対応の可否を判断する。  
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５．国の動向 

国土交通省は、全国的な耐震診断の実施率が３割程度であることを踏まえ、平成 27年７月、早期に耐震

診断を実施するよう通知した。また、現在の新型コロナ禍を踏まえた公衆衛生の観点から、令和3年度に

感染症指定医療機関や災害拠点病院に係る管渠の耐震化を、交付対象に追加した。 

施策としては、インフラ設備の早期の強靭化を図るため、「防災・減災、国土強靭化のための 5か年加速

化対策」が令和2年12月 11日に閣議決定された。集中的に対策を実施する 5年間（令和 3年～令和7年）

の達成目標が示され、下水道施設の地震対策としては、管路施設の耐震化や処理場等の躯体補強など、耐

震化を実施することが挙げられている。対策として挙がっている 5年後および中長期の重要施設に係る目

標耐震率を表5-1に示す。なお、この対策により、令和 32年度に予定されていた目標の達成が令和 22年

度に前倒しとなった。 

 

表5-1 重要施設に係る目標耐震化率 

項目 
現状 

（令和元年度） 

5年後の状況 

（令和7年度） 
中長期の目標 備考 

管路施設 約 52 ％ 約 64 ％ 100 ％ 
耐震化が必要な管路延長 

 約 16,000 km 

処理場等 約 38 ％ 約54 ％ 100 ％ 
耐震化が必要な処理場等 

 約 1,500 箇所 

出典：防災・減災、国土強靭化のための 5か年加速化対策（R2） 
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６．課題 

6-1．防災対策における課題 

管渠施設において考えられる防災対策上の課題は以下の通りである。  

下水道は、被災時に同等の機能を代替する手段のないライフラインであり、地震時に

おいても一定の機能確保が必要である。  

しかし、平成９年度の耐震指針改定以前に施工された下水道施設は、現行の耐震基準

を満たしていない状況で、管路施設の耐震化率は 21.9％（93km／424km）、処理場の耐

震化率は 20％（1 処理場/5 処理場）となっている。膨大な既存施設について計画的に

耐震化を推進することが重要な課題となっている。  

 

・耐震性能の確認  

耐震化を効果的・効率的に推進するために、上下水道の基本機能の確保に必要と認

められる基幹施設が、必要なレベルの耐震性能を保有しているかを確認しなければな

らない。  

  ・主要な管渠の耐震化  

   主要な管渠については管内の水量が大きく、水替えが発生し、施工に費用と時間を

要するため耐震化が進みにくい。  

・老朽施設の改築更新との整合  

上下水道施設の一部においては、改築更新の時期を迎えていることから、老朽施設

の改築更新計画等との整合を図らなければならない。  

・事業費の確保  

上下水道施設を耐震化するには、膨大な事業費を要するが、厳しい経営状況にある

中、新たな財源確保が困難であるため、現行の財政収支の中で耐震化に要する事業費

を確保しなければならない。そのため、今後は、既存施設の耐震性能を詳細な調査を

行って確認する必要がある。  
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以下に汚水管路の被害パターンを示す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（平成 23 年度  浦安市液状化対策技術検討調査  報告書  平成 24 年 3 月  浦安市液状化対策技術検討調査委員会）  

図 6.1 東北地方太平洋沖地震による浦安市における管路施設の液状化被害状況  

 

水再生センター・ポンプ場において、考えられる防災対策上の課題は以下の通りであ

る。  

①  川田水再生センターの耐震化については、一部の施設(管理棟、汚泥棟、沈砂ポ

ンプ室)について耐震診断の結果、原位置での耐震補強が困難なため、施設の建

替えを要し膨大な事業費が必要となる。過年度に検討された川田水再生センタ

ーの管理等の施設移設案を図 6.2 に示す。  
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図 6.2 川田水再生センター 配置平面図(変更案) 

建て替え用地候補 

民有地※用地買収予定箇所 
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②  「下河原・川田水再生センター再構築基本方針」では、重要機能を耐震化する

としているが、重要機能のうち、簡易処理機能について、耐震診断未実施の施

設が含まれている。この施設の耐震性能を把握しなければ、具体的な対応方法

が定まらないため、耐震診断を早期に行う必要がある。  

なお、簡易沈澱に必要な施設の耐震補強工事が完了しない状態で被災し、施設

に損傷が生じ使用できない状況の場合、仮設沈殿槽と仮設消毒槽を設置するこ

とも考えられるが、川田水再生センター敷地外での対応となるため、実現性は

低いと考えられる。  

 

 

6-2．減災対策における課題 

管渠施設において考えられる減災対策上の課題は以下の通りである。  

・耐震診断 

   宇都宮市の赤ルートについては、平成 24 年度から平成 26 年度、令和元年度に

詳細診断を行い、耐震性の有無について確認を行っている。そのため、災害時の

被害規模から、復旧に必要な人材や資機材の確保を下水道 BCP に反映させている

が、青ルート及び黒ルートについては、詳細診断を実施していないため耐震性能

の有無が分からない状態となっている。そのため、耐震診断を実施し耐震性能の

有無を確認する必要があるが、青ルートが約 64km、黒ルートが約 137km あるため、

診断を行うには膨大な費用と時間を要する。  

 

 

水再生センター・ポンプ場において考えられる減災対策上の課題は以下の通りで

ある。 

・耐震診断 

川田水再生センター、清原水再生センター、河内水再生センターの３つの水再生

センター及び中継ポンプ場では、川田水再生センターの一部の施設を除き耐震診断

が行われておらず、現状で施設が被災し下水道機能が停止した場合の適切な応急対

策内容が把握できていない状況にある。そのため、すべての施設の耐震診断を早期

に実施した上で、各施設の耐震性能の有無を把握し下水道 BCP における事前対策計

画を見直す必要がある。 
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７．取組の考え方及び目標 

7-1．防災対策について 

【管路施設編】 

管渠については、赤ルートを優先的に耐震化事業で実施していき、青ルートについては、耐震診断を行

い、耐震性能の確認を行っていく。今後、耐震化を行っていく管路施設について以下の通りする。 

・東部幹線を含めた赤ルート全線の耐震化を完了させる。 

・PPP手法など効率的事業手法を令和７年度までに整理し、後期計画より管渠の耐震化を加速させる。 

・下河原水再生センターを中継ポンプ場化するとともに、全ての水再生センターにおいて、耐震診断結

果を踏まえた耐震化手法を確立し、川田水再生センターから重要機能（施設管理、揚水、簡易処理）

の耐震性能を確保させる。 

 

地震時における管路施設の重たる被害は、大きく3種類考えられる。 

 

 

過去の大規模地震動による被害を紐解くと、東北太平洋沖地震及び新潟県中越沖地震においては埋戻し

土の液状化による被害が大部分を占めている。兵庫県南部地震では、本管部クラック・破損が他の地震と

比較して多く見られた。 

これらに基づき地震時における管路施設の主たる被害の概要は次の通りである。 

 

 

図7-1 地震時の管路施設の主たる被害の概要図 

 

 

 

 

 

マンホール

管きょ

地震時水平力
水平力による
ブロックずれ

水平力による
破損

水平力による継手
の抜出し

液状化による沈下
に起因する抜出し

地震時水平力

水平力による
破損

液状化による
沈下・浮上

液状化による浮上

縦断面図 横断面図

管口の抜出し

（１）地震時水平力による構造物の破損 

（２）地震時水平力による管きょ継手の離間 

（３）液状化に起因する構造物の沈下による継手の離間及び構造物の浮上 
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【水再生センター・ポンプ場編】 

水再生センターについては、川田水再生センター、清原水再生センター、河内水再生センターの重要

機能（人命機能、揚水機能、簡易処理機能）の耐震診断の完了及び川田水再生センターの管理棟、沈砂

池ポンプ棟、塩素混和地、水処理 4系～7系の耐震性能の確保を行う。中継ポンプ場については、赤ル

ート上にある竹林中継ポンプ場、西川田中継ポンプ場の耐震化を完了させる。 

 

7-2．減災対策について 

減災の目標は、短期の防災対策で最低限の機能が確保できないときに、暫定的な対応で機能を確保する

ことを基本とする。したがって、減災目標の内容は画一的なものでなく、地域の特性を勘案し、防災計画

等とも整合を図り、特に重要な要求に関わる施設から優先的に達成すべきことを定める。なお、減災の目

標は防災の進捗に応じた見直しが重要である。表7.1に減災対策を示す。 

 

表7.1 減災対策の内容 

項目 対策内容 

下水道 BCP 耐震診断の結果や耐震化による耐震性能を踏まえ、下水道BCPにおける非常時対応を随時見 

直していく。そのために、管路施設では主要な避難所等に接続する青ルートの耐震診断を完 

了させる。水再生センターについては、川田水再生センター、清原水再生センター、河内 

水再生センターの主要な施設の耐震診断を完了させる。中継ポンプ場については、赤ル 

ート、青ルート上にある竹林中継ポンプ場、西川田中継ポンプ場、石井中継ポンプ場、鶴田 

中継ポンプ場、大谷中継ポンプ場の耐震診断を完了させる。 
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８．事業スケジュール及び概算事業費 

8-1. 管路の対策優先度の設定 

対策項目毎の優先度については、以下の考えを考慮して行うこととする。 

他都市で発生した過去の地震で最も被害が大きい「マンホールと管渠の接続部」、「管渠」の耐震化を行う。

なお、平成 10年度以降の「マンホールと管渠の接続部」は、施工時において耐震化を施していることから、

平成９年度以前のものを対象とする。「管渠」は、耐震性を有していない管渠から実施する。 

整備優先順位は、災害時に支援物資車両が利用する「緊急輸送路」、被害規模が懸念される「河川・軌道下」

の管渠、処理場に近い流末の管渠（管径で区分）を優先し、更に被災者が収容される避難所を結ぶ管渠から、

段階的に耐震化を図る。図 8.1に各評価点に基づく、対策優先度の設定例を示し、優先度評価の結果を表 8.1

に示す。なお、川田再構築業務に伴い重要度が上がる幹線については別途項目を設ける。 
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A幹線 
特に 

重要 
5 

1、

500 
5 S30 5 災害拠点病院 5 

緊急輸送

路 
5 25 

B幹線 
その他

重要 
3 900 3 S60 3 救急告示医療機関 3 軌道 3 15 

C幹線 
その他

幹線 
1 600 1 H15 1 避難所なし 0 --- 0 3 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8.1 優先度評価（例） 

受け持つ避難所機能による評価 

評価点数 ５：災害拠点病院 

評価点数 ３：救急告示医療機関 

二次災害の影響に対する評価 

評価点数 ５：緊急輸送路下に埋設 

評価点数 ３：河川、軌道の横断や復旧が極めて困難な箇所 

老朽化度評価 

評価点数 ５：施工年度古いHP管 

（昭和56年度以前（耐震指針1981版発行前）） 

評価点数 ３：施工年度中のHP管（昭和56年～平成5年） 

評価点数 １：施工年度新しいHP管およびその他の管種 

（平成6年～（経過年数20年未満）） 

管径による評価 

評価点数 ５：管径1、500以上  

評価点数 ３：管径900以上 

評価点数 １：管径600以上 
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表 8.1 優先度評価結果（１） 
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表 8.1 優先度評価結果（２） 
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表 8.1 優先度評価結果（３） 
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表 8.1 優先度評価結果（４） 
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表 8.1 優先度評価結果（５） 

 



 

66 

表 8.1 優先度評価結果（６） 
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表 8.1 優先度評価結果（７） 

 


